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平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の

審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

の規定により審査に付された平成３０年度決算に基づく健全化判断比率、資金

不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した結果、次の

とおりその意見を提出します。 
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平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見 

 

第１ 審査の対象 

１ 平成３０年度決算に基づく実質赤字比率 

２ 平成３０年度決算に基づく連結実質赤字比率 

３ 平成３０年度決算に基づく実質公債費比率 

４ 平成３０年度決算に基づく将来負担比率 

５ 平成３０年度決算に基づく愛西市農業集落排水事業等特別会計資金不足比率 

６ 平成３０年度決算に基づく愛西市公共下水道事業特別会計資金不足比率 

７ 平成３０年度決算に基づく愛西市水道事業会計資金不足比率 

 

第２ 審査の期間 

令和元年７月３日から令和元年７月３１日まで 

 

第３ 審査の方法 

 審査にあたっては、市長から提出された健全化判断比率、資金不足比率及びその算

定の基礎となる事項を記載した書類が地方公共団体の財政の健全化に関する法律に

基づいて作成されているかを確認し、かつ、これらの書類が平成３０年度の財政状況

の数値として適正に表示しているか否かを検証するため、主務課から提出された資料

と照合し、併せて関係職員からの説明を聴取するとともに審査を実施した。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されて、かつ、その計数は正確であ

り、財政状況及び経営状況が適正に表示されていると認められた。 
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健全化判断比率審査意見 
 

１ 健全化判断比率 

（１） 実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

ア 基 準 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

早期健全化基準 １２．７７ ％ １２．７７ ％ 

財 政 再 生 基 準 ２０．００ ％ ２０．００ ％ 

イ 指 標 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

実 質 赤 字 比 率   ―   ％   ―   ％ 

ウ 指標の算出方法 

一般会計等の実質赤字額 
×１００ 

標準財政規模  

※ 一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質

赤字の額  

実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

エ 意 見 

平成３０年度の一般会計等実質収支額は、６２２，０４５千円の黒字決算となり、

比率は算定されないことを確認した。 

 

（２） 連結実質赤字比率 

全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 

ア 基 準 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

早 期 健 全 化 基 準 １７．７７ ％ １７．７７ ％ 

財 政 再 生 基 準 ３０．００ ％ ３０．００ ％ 

イ 指 標 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

連結実質赤字比率   ―   ％   ―   ％ 
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ウ 指標の算出方法 

連結実質赤字額 
×１００ 

標準財政規模  

エ 意 見 

平成３０年度の連結実質収支額は、２，１７１，５１１千円の黒字決算となり、比

率は算定されないことを確認した。 

 

（３） 実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

（３か年平均） 

ア 基 準 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

早期健全化基準 ２５．０ ％ ２５．０ ％ 

財 政 再 生 基 準 ３５．０ ％ ３５．０ ％ 

イ 指 標 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

実質公債費比率 ４．１ ％ ４．０ ％ 

ウ 指標の算出方法 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元

利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
 

×１００ 
標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

エ 意 見 

平成３０年度の実質公債費比率は、４．１％で、早期健全化基準の２５．０％を下

回っていることを確認した。 

 

(４) 将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

ア 基 準 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

早期健全化基準 ３５０．０ ％ ３５０．０ ％ 
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イ 指 標 

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

将来負 担比 率 ―   ％    ―  ％ 

ウ 指標の算出方法 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る

基準財政需要額算入見込額） 
 

×１００ 
標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

エ 意 見 

平成３０年度の将来負担比率の算定数値は、充当可能財源が将来負担額を上回った

ことにより、マイナス表示となり、比率が算定されないことを確認した。 

 

２ 総合意見 

本市の一般会計等における財政健全化判断比率は、前記のとおりで、実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率のいずれの項目においても、早期

健全化基準に触ることなく、健全な状況にあると認められた。 



- 5 - 

 

資金不足比率審査意見 
 

１ 資金不足比率 

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率 

ア 基 準  

区    分 平成３０年度 平成２９年度 

経営健全化基準  ２０．０ ％  ２０．０ ％ 

イ 指 標 

区    分 会  計  名 平成３０年度 平成２９年度 

資金不足比率 

法
適
用 

水 道 事 業 会 計 ―  ％ ―  ％ 

法
非
適
用 

農業集落排水事業等 

特 別 会 計 
―  ％ ―  ％ 

公 共 下 水 道 事 業 

特 別 会 計 
―  ％ ―  ％ 

ウ 指標の算出方法 

資金の不足額 
×１００ 

事業の規模 
 

《資金の不足額》 

資金の不足額 

（法適用企業） 

＝ （流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こ

した地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 
 

資金の不足額 

（法非適用企業） 

＝ （繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経

費の財源に充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金

不足額 
 

《事業の規模》 

事業の規模 

（法適用企業） 

＝ 営業収益の額－受託工事収益の額 

 

事業の規模 
（法非適用企業） 

＝ 営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

 

エ 意 見 

本市における地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条に該当する公営

企業は、前記のとおりであり、平成３０年度のこれらの会計における資金不足額は

なく、資金不足比率は発生しないので健全な状況にあると認められた。 

 


